
議案第１７号

（総　則）

第 １ 条 令和６年度所沢市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第 ２ 条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) ３５ 床 （許可病床数４９床）

(2)

１２，７７５ 人

４８，１５８ 人

(3)

３５ 人

平 日 １６０ 人

休 日 ５５ 人

小児夜間急患診療 １０ 人

小 児 深 夜 帯
急 患 診 療

５ 人

二 次 救 急 ２ 人

(4)

１０，６００ 人

１，２００ 人

２２，５００ 人

８８０ 人

(5)

６８，１７５ 千円

７６，３５６ 千円

４，７０１ 千円

指 定 検 診

特 定 健 診 等

リース資産購入費

固 定 資 産 購 入 費

主要な建設改良事業

病 院 整 備 費

令和６年度所沢市病院事業会計予算

人 間 ド ッ ク 検 診

生 活 習 慣 病 検 診

病 床 数

年 間 患 者 数

一 日 平 均 患 者 数

年 間 健 康 検 診 者 数

入 院

外 来

入 院

外 来
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（収益的収入及び支出）

第 ３ 条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　収　　　　　　　　入

第 １款 ２，０９７，６５７ 千円

第1項１項 １，６７５，６５６ 千円

第2項２項 ４２１，９９１ 千円

第3項３項 １０ 千円

　　　　支　　　　　　　　出

第 １款 ２，１９６，１２８ 千円

第1項１項 ２，１３２，０８４ 千円

第2項２項 ５９，９８９ 千円

第3項３項 ４，０００ 千円

第4項４項 ５５ 千円

（資本的収入及び支出）

第 ４ 条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額５９，９７５千円は過年度分損益勘定留保資金

　４６，３３５千円及び当年度分消費税資本的収支調整額１３，６４０千円で補てんするものとする。）。

　　　　収　　　　　　　　入

第 １款 ９４，７５７ 千円

第1項１項 ６５，４００ 千円

第1項２項 ２９，３５７ 千円

　　　　支　　　　　　　　出

第 １款 １５４，７３２ 千円

第1項１項 １４９，２３２ 千円

第2項２項 ５，５００ 千円

資 本 的 収 入

特 別 損 失

負 担 金

予 備 費

建 設 改 良 費

資 本 的 支 出

企 業 債

病 院 事 業 収 益

医 業 収 益

医 業 外 収 益

特 別 利 益

予 備 費

病 院 事 業 費

医 業 費 用

医 業 外 費 用



（債務負担行為）

５ 条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（企業債）

６ 条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

７ 条 一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

８ 条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1)  医業費用及び医業外費用の間の流用

第

事 項 期 間 限 度 額

総合管理業務委託料 １７１，９４１   千円令和７年度から令和９年度まで

設計業務委託料 令和７年度まで １７７，５８５   千円

限 度 額

令和７年度まで医療情報システム更新支援業務委託料 ７，４８０   千円

償 還 の 方 法

第

起 債 の 目 的

医療情報システム購入費 令和７年度まで ３０６，９００   千円

第

第

　政府資金についてはその融資条件によ
り、銀行その他の場合にはその債権者と協
定する融資条件による。
　ただし、企業財政の都合により据置期間
及び償還期限を短縮し、若しくは繰上償還
又は低利に借換えすることができる。

65,400  千円 （ただし、利率見直し方式で借り入
れる政府資金及び機構資金につい
て、利率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率）

医 療 機 器 整 備 事 業

　

普 通 貸 借
又 は

証 券 発 行

5.0％以内

起 債 の 方 法 利 率

令和７年度開始前に契約事務を行う業務
（材料費・委託料・賃借料）

令和７年度まで 　　　　　 契約により決定した額
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

９ 条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならない。

(1)  職 員 給 与 費 千円

(2)  交　　際　　費 千円

（他会計からの補助金）

１０条 病院事業助成のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３５９，８０６千円である。

（たな卸資産購入限度額）

１１条 たな卸資産の購入限度額は、６６，０００千円と定める。

（重要な資産の取得）

１２条 重要な資産の取得は、次のとおりとする。
　

数　量

１式

令和６年２月２０日提出

　　　所沢市長　　小野塚　勝　俊

第

第

第

第

１，２５４，９０９

１００

種　類 名　　　　称

器械備品 ＣＴ撮影装置


